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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期

会計期間

自　平成18年
　　３月１日
至　平成18年
　　８月31日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成19年
　　８月31日

自　平成20年
　　３月１日
至　平成20年
　　８月31日

自　平成18年
　　３月１日
至　平成19年
　　２月28日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成20年
　　２月29日

売上高 (千円) 501,819 935,961 757,7981,417,0762,034,412

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) 56,777 87,371△114,747 194,520 243,118

中間(当期)純利益又は
中間純損失（△）

(千円) 34,716 43,487 △73,489 108,101 135,498

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 22,431 357,072 358,402 357,072 358,402

発行済株式総数 (株) 10,250 13,048 13,148 13,048 13,148

純資産額 (千円) 387,2151,146,0361,138,2911,128,6441,240,707

総資産額 (千円) 745,6541,491,3831,402,0651,522,9171,570,037

１株当たり純資産額 (円) 37,777.1587,832.3586,575.2886,499.4494,364.71

１株当たり中間
(当期)純利益又は
中間純損失（△）

(円) 3,414.833,332.91△5,589.439,957.7510,376.66

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― 3,159.99 ― 9,312.679,852.28

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 2,000 2,200

自己資本比率 (％) 51.9 76.8 81.2 74.1 79.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 64,458 320,854 146,132△110,950 316,322

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △32,657△181,400△84,782△113,225△289,278

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 9,420 △24,844 △28,257 671,130△22,652

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 200,515 720,858 643,733 606,249 610,640

従業員数 (名) 49 74 95 60 79

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第12期中間会計期間は新株予約権(ストック・オプ

ション)の未行使残高がありますが、当社株式は非上場であり、期中平均株価の算出が困難なため記載してお

りません。また、第14期中間会計期間は、潜在株式は存在しますが１株当たり中間純損失であるため記載して

おりません。

５　従業員数は就業人員を表示しております。

６　当社は、平成18年８月31日付で株式１株につき10株の株式分割を行っております。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成20年８月31日現在

従業員数(名) 95

 (注)１　従業員数は就業人員であり、契約社員が１名含まれております。

 　　２　従業員数が当中間会計期間において16名増加しておりますが、これは事業規模拡大に伴う採用によるものであり

ます。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

① 事業部門別の業績

当社のビジネスは、次の３つの事業区分、４つの業務区分から構成されております。

事業区分 業務区分 業務内容

パッケージソフトウェ
ア事業

パッケージソフトウェ
アの販売・保守

自社で企画から開発、サポート及びマーケティングに至る
まで一貫して行うパッケージソフトウェアの開発及び販
売並びにERPパッケージ「GRANDIT」の販売
　
＜主要パッケージソフトウェア＞
・ECサイト構築パッケージ　　　「SI Web Shopping」
・ソフトウェア用開発支援ツール「SI Object Browser」
・e-learningパッケージ　　　　「SI 作って教材」
・ERPパッケージ　　　　　　　 「GRANDIT」

パッケージソフトウェ
アのカスタマイズ

自社開発パッケージ及びERPパッケージ「GRANDIT」のカ
スタマイズ（ユーザーのニーズに合わせて変更）

システムインテグレー
ション事業

システムインテグレー
ション

基幹業務全般のシステム構築

コンサルティング事業 コンサルティング ERP導入やECサイト構築に関するコンサルテーション提供

　

＜パッケージソフトウェア事業＞

パッケージソフトウェア事業は、ソフトウェア開発支援ツール「SI Object Browser」、ECサイト構

築パッケージ「SI Web Shopping」、e-Learningパッケージ「SI 作って教材」という３つの自社開発

製品と当社が企画段階から参画したWebベースのERPパッケージ「GRANDIT」を主力としております。

　「SI Web Shopping」、「GRANDIT」及び「SI 作って教材」の３製品は、パッケージソフトウェアの販

売・保守、カスタマイズから構成されます。「SI Object Browser」は、カスタマイズがなく利益率が高

いパッケージソフトウェアの販売のみとなります。

　パッケージソフトウェアの販売・保守は、売上高188,169千円（前年同期比8.9％減）、売上総利益

97,988千円（前年同期比20.5％減）、パッケージソフトウェアのカスタマイズは、売上高500,583千円

（前年同期比24.3％減）、売上総利益100,691千円（前年同期比30.5％減）となりました。

　パッケージソフトウェア事業全体では、売上高688,752千円（前年同期比20.6％減）、売上総利益

198,679千円（前年同期比25.9％減）となりました。

＜システムインテグレーション事業＞

システムインテグレーション事業は、パッケージソフトウェアに関連しない基幹業務全般のシステ

ム構築を行っております。

　パッケージソフトウェア関連事業への人的リソース集中のため意図的に抑える方針としており、当中

間会計期間は、売上高16,351千円（前年同期比31.9％減）、売上総利益4,200千円（前年同期比55.0％

減）となりました。
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＜コンサルティング事業＞

コンサルティング事業は、「SI Web Shopping」、「GRANDIT」の導入に関するコンサルテーションを

中心に行っております。

　当中間会計期間は、売上高52,695千円（前年同期比19.7％増）、売上総利益6,824千円（前年同期比

63.9％減）となりました。

　

以上により、当中間会計期間の業績は、売上高757,798千円（前年同期比19.0％減）、営業損失116,204

千円（前年同期は営業利益87,293千円）、経常損失114,747千円（前年同期は経常利益87,371千円）、中

間純損失73,489千円（前年同期は中間純利益43,487千円）となりました。

　

事業部門別の売上高及び売上総利益について、前期比較表及び推移グラフを以下に示します。

　

事業部門

前中間会計期間 当中間会計期間

前年同期比
(％)

(自　平成19年３月１日 (自　平成20年３月１日

　至　平成19年８月31日) 　至　平成20年８月31日)

売上高(千円) 構成比(％)売上高(千円) 構成比(％)

 パッケージソフトウェア事業 867,94192.7 688,75290.9 79.4

 パッケージソフトウェアの販売・保守 206,51122.0 188,16924.8 91.1

 パッケージソフトウェアのカスタマイズ 661,42970.7 500,58366.1 75.7

 システムインテグレーション事業 24,004 2.6 16,351 2.2 68.1

 コンサルティング事業 44,016 4.7 52,695 6.9 119.7

合計 935,961100.0 757,798100.0 81.0

　
表１：事業部門別売上高

　

グラフ１：事業部門別の売上高推移
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事業部門

前中間会計期間 当中間会計期間

前年同期比
(％)

(自　平成19年３月１日 (自　平成20年３月１日

　至　平成19年８月31日) 　至　平成20年８月31日)

売上総利益
(千円)

構成比(％)
売上総利益
(千円)

構成比(％)

 パッケージソフトウェア事業 268,27190.5 198,67994.7 74.1

 パッケージソフトウェアの販売・保守 123,29941.6 97,988 46.7 79.5

 パッケージソフトウェアのカスタマイズ 144,97248.9 100,69148.0 69.5

 システムインテグレーション事業 9,339 3.1 4,200 2.0 45.0

 コンサルティング事業 18,918 6.4 6,824 3.3 36.1

合計 296,529100.0 209,704100.0 70.7

表２：事業部門別売上総利益

　

グラフ２：事業部門別の売上総利益推移
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② 主要パッケージソフトウェア別の事業経過と成果

当社のパッケージソフトウェア事業及びコンサルティング事業は、ソフトウェア用開発支援ツール

「SI Object Browser」、ECサイト構築パッケージ「SI Web Shopping」、e-Learningパッケージ「SI 

作って教材」という３つの自社開発製品とWebベースのERPパッケージ「GRANDIT」を主力としておりま

す。

　「SI Web Shopping」、「GRANDIT」及び「SI 作って教材」の３製品は、パッケージソフトウェアの販売

・保守、カスタマイズ及びコンサルティング売上から構成されます。「SI Object Browser」は、カスタマ

イズやコンサルティングがなく、利益率が高いパッケージソフトウェアの販売のみの売上となります。

　当中間会計期間は、「SI Web Shopping」及び「SI Object Browser」が堅調に推移しており、売上高が

前年同期比微増となっておりまが、「GRANDIT」につきましては景気後退の影響を受け大幅減となってお

ります。

　当中間会計期間、前中間会計期間における主要パッケージソフトウェア別の売上高を、グラフ３に示し

ます。

　当中間会計期間の主要パッケージソフトウェア別売上高は、「SI Object Browser」159,896千円（前年

同期比3.7％増）、「SI Web Shopping」284,817千円（前年同期比1.3％増）、「SI 作って教材」14,755

千円（前年同期比210.1％増）、「GRANDIT」281,994千円（前年同期比38.8％減）となりました。

「GRANDIT」を除き、各パッケージソフトウェアとも堅調に推移しております。

　

グラフ３：主要パッケージソフトウェア別の売上高
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③ 主要パッケージソフトウェアの事業状況

＜ソフトウェア開発支援ツール「SI Object Browser」関連＞

「SI Object Browser」は、「ソフトウェア開発の近代化」というテーマ実現のためのソフトウェア

技術者向け開発支援ツール群です。日本の少子化、若者のエンジニア離れ、海外技術者との競合などに

より、日本のソフトウェア開発の近代化が求められるなか、生産性向上を実現する総合開発支援ツール

群として拡充し続けています。

　現在は、データベース開発支援ツール「SI Object Browser」、データベース設計支援ツール「SI

Object Browser ER」の２製品が主力となっており、さらに、第３の製品となるアプリケーション開発

支援ツール「SI Object Browser AP」のJava版を平成20年２月にリリースしました。また海外展開の

第一歩として「SI Object Browser 中国語版」及び「SI Object Browser ER 中国語版」を平成20年

２月から中国市場にて販売を開始しております。これらラインナップの拡充により、本事業は堅調に成

長を続けております。

　当事業年度下期には「SI Object Browser SQL Server版」をリリースし、これまでのOracleユーザだ

けでなくMicrosoftユーザにも対象を広げることにより、新たな市場が拡大するものと見込んでおりま

す。

　さらに新製品としてプロジェクト管理ツール「SI Object Browser PM」の販売を当事業年度下期に

予定しており、今後の業績向上に寄与すると見込んでおります。ソフトウェア業界における「工事契約

に関する会計基準」の適用により、第４の柱に成長できる重要製品と位置づけて新しい市場を開拓し

ていく方針を立てております。

　

＜ECサイト構築パッケージ「SI Web Shopping」関連＞

ネットショッピング市場の広がりやECサイト構築におけるパッケージソフトウェア利用度の高まり

を背景に順調に売上が伸びております。今後もこのまま堅調にECパッケージ市場は拡大すると見込ん

でおります。そうした状況から、コンシューマ向け（B to C版）の新バージョン（Ver10.0）を当事業

年度下期に販売を予定しております。

　新バージョンは、より大規模なサイトへの適用が可能で、大手企業のリプレース需要を取り込んで、今

後の業績向上に寄与するものと見込んでおります。

　また、「SI Object Browser」に続いて、「SI Web Shopping」の中国語版も中国において販売を開始

いたしました。中国が生産拠点から市場へと転換する大きな流れを捉え、手始めに日系企業、続いて

ローカル企業へと販売を拡大していく計画としております。
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＜e-Learningパッケージ「SI 作って教材」関連＞

「SI 作って教材」は、e-Learningを行うためのLMS（Learning Management System）です。現在、

e-Learning市場は停滞局面にありますが、将来性のある分野として注目しており、当中間会計期間の売上

高は前年同期比で大幅増加となりました。今後も引き続き堅実な路線で事業展開して行く予定でありま

す。

　

＜ERPパッケージ「GRANDIT」関連＞

当社の「GRANDIT」関連ビジネスは、Web-ERPという新時代のERPであることが評価され、これまで堅

調に売上高を伸ばしてまいりました。しかし、ERPビジネスは市場環境の影響を受けやすく、当中間会計

期間においてはサブプライムローン問題に端を発した景気後退を背景に、顧客企業が情報化投資を抑

制する傾向が見受けられます。この影響を受けて当社の業績も昨年度を下回って推移しており、下期は

少し回復するものの上期の低迷をカバーするには至らないと見込んでおります。

　そのなかで当社が独自に用意するGRANDIT業種別テンプレート「製造業向けソリューション」を製作

しており、当事業年度下期に製造業に対して「GRANDIT」を導入する際の切り札として販売していく予

定であります。これを足がかりとして、間接受注を中心としたビジネス形態に加えて直接販売での受注

獲得を増加させ、ビジネス拡大に努めてまいります。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、643,733千円と前事業年

度末に比べ33,092千円の増加となっております。主な要因は以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は146,132千円（前年同期比61.8%減）となりました。これは主に売上債権

の減少額336,453千円等の資金増加要因が、たな卸資産の増加額90,909千円、法人税等の支払額53,558千

円等の資金減少要因を上回ったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は84,782千円（前年同期比53.3%減）となりました。これは主にパッケー

ジソフトウェアの著作権等無形固定資産の取得による支出84,137千円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は28,257千円（前年同期比13.7%増）となりました。これは配当金の支払

いによるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当中間会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門 生産高(千円)
前年同期比
(％)

パッケージソフトウェア事業 675,528 120.7

パッケージソフトウェアの販売・保守 151,490 450.2

パッケージソフトウェアのカスタマイズ 524,038 99.6

システムインテグレーション事業 12,693 89.0

コンサルティング事業 54,473 183.6

合計 742,695 123.1

(注) １　金額は、当期総制作費用であります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当中間会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門
受注高
(千円)

前年同期比
(％)

受注残高
(千円)

前年同期比
(％)

パッケージソフトウェア事業 892,69296.0 659,503133.6

パッケージソフトウェアのカスタマイズ 892,69296.0 659,503133.6

システムインテグレーション事業 31,482103.4 20,336120.6

コンサルティング事業 56,595166.9 4,900 107.5

合計 980,76998.6 684,739132.9

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　パッケージソフトウェアの販売・保守については、受注金額のほとんどが同月に販売金額となり受注残高が発

生しないため、記載を省略しております。
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(3) 販売実績

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門 販売高(千円)
前年同期比
(％)

パッケージソフトウェア事業 688,752 79.4

パッケージソフトウェアの販売・保守 188,169 91.1

パッケージソフトウェアのカスタマイズ 500,583 75.7

システムインテグレーション事業 16,351 68.1

コンサルティング事業 52,695 119.7

合計 757,798 81.0

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

　

相手先

前中間会計期間
 (自　平成19年３月１日　　
　 至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
  至　平成20年８月31日)

販売高
(千円)

割合(％)
販売高
(千円)

割合(％)

インフォコム(株) 81,027 8.7 114,37615.1

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

　

５ 【研究開発活動】

当社は、パッケージソフトウェア事業部門において、当社の中核技術であるデータベースとWebを利用し

たパッケージソフトウェアの開発に取組んでおります。

　なお、当中間会計期間における研究開発費の総額は、83,714千円であります。これは主に開発人員の人件費

であります。なお、その開発の内容は以下のとおりであります。

　プロジェクト管理ツール「SI Object Browser PM」

　本製品は「SI Object Browser」シリーズの新製品で、コスト管理、スケジュール管理、品質管理等のプロ

ジェクト管理に必要な各機能を備えたシステム開発プロセス全体を支援する管理ツールです。既存のデー

タベース設計支援ツール「SI Object Browser ER」、データベース開発支援ツール「SI Object Browser」

及びアプリケーション開発支援ツール「SI Object Browser AP」の３製品と合わせて、システム開発にお

ける総合支援ツールとしての位置づけを確固たるものにしていくことを目指しております。

　その他当中間会計期間の研究開発として、当社が独自に開発する製造業向け「GRANDIT生産管理テンプ

レート」があります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(１)重要な設備計画の変更

該当事項はありません。

(２)重要な設備計画の完了

該当事項はありません。

(３)重要な設備の新設等

該当事項はありません。

(４)重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 39,040

計 39,040

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,148 13,148
東京証券取引所
(マザーズ)

―

計 13,148 13,148 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

新株予約権

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり

であります。

臨時株主総会の特別決議日(平成17年８月31日)

中間会計期間末現在
(平成20年８月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年10月31日)

新株予約権の数(個) 70 70

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 700　(注)１、３ 700

新株予約権の行使時の払込金額(円) 26,600　(注)２、３ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年９月１日～
平成27年８月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　26,600
資本組入額　13,300　(注)３

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者は、
権利行使時においても、当社の取締
役もしくは従業員の地位にあること
を要す。

②その他の条件については、当社と付
与者との間で締結した新株予約権割
当契約の定めによるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時には取締役会
の承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

― ―
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(注) １　新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整する。た

だし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２　新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。

　

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　
また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）又は自己

株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　

調整後払込金額＝調整前払込金額×

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

　
３　平成18年８月14日開催の取締役会決議により、平成18年８月31日付で１株を10株とする株式分割を行っており

ます。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権

の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年３月１日～
平成20年８月31日

― 13,148 ― 358,402 ― 348,402
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(5) 【大株主の状況】

平成20年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

碓井　満 千葉県流山市 3,249 24.71

梅田　弘之 埼玉県さいたま市南区 2,690 20.45

梅田　和江 埼玉県さいたま市南区 1,910 14.52

システムインテグレータ従業員持
株会

埼玉県さいたま市南区沼影１丁目10番１号 456 3.46

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 303 2.30

ステート　ストリート　バンク　アン
ド　トラスト　カンパニー
505025
（常任代理人　株式会社みずほコー
ポレート銀行兜町証券決済業務
室）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A

（東京都中央区日本橋兜町６番７号）
 

212 1.61

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 161 1.22

引屋敷　智 神奈川県鎌倉市 160 1.21

小鹿　恭裕 東京都清瀬市 100 0.76

江藤　鉄男 東京都港区 90 0.68

福田　武志 埼玉県さいたま市浦和区 90 0.68

計 ― 9,421 71.65

(注)　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

　日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)　303 株

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　 13,148 13,148
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

発行済株式総数 　13,148 ― ―

総株主の議決権 ― 13,148 ―
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② 【自己株式等】

平成20年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 165,000 173,000 180,000 167,000 140,000 113,000

最低(円) 131,000 136,000 145,000 136,000 110,000 65,500

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

　

３ 【役員の状況】
　
前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社システムインテグレータ(E05643)

半期報告書

18/39



第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間(平成19年３月１日から平成

19年８月31日まで)の中間財務諸表については、新日本監査法人により中間監査を受け、当中間会計期間(平

成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の中間財務諸表については、新日本有限責任監査法人により中

間監査を受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けている新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年

７月１日をもって新日本有限責任監査法人となりました。

　

３　中間連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 720,858 643,733 610,640

　２　売掛金 245,382 157,519 493,973

　３　たな卸資産 169,359 225,810 134,900

　４　繰延税金資産 ― 78,634 33,948

　５　その他 ※２ 49,542 17,160 9,821

　　　貸倒引当金 △50 △507 △1,483

　　　流動資産合計 1,185,09379.5 1,122,35180.0 1,281,80281.6

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１ 13,587 11,690 13,459

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 174,790 175,124 167,949

　　(2) 権利金 90,000 ― 80,000

　　(3) その他 170 70,170 170

　　　無形固定資産合計 264,960 245,294 248,119

　３　投資その他の資産

　　(1) その他 31,784 22,728 26,656

　　　　貸倒引当金 △4,042 ― ―

　　　投資その他の
　　　資産合計

27,741 22,728 26,656

　　　固定資産合計 306,29020.5 279,71320.0 288,23518.4

　　　資産合計 1,491,383100.0 1,402,065100.0 1,570,037100.0
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前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 70,038 94,467 99,443

　２　未払金 103,853 ― 36,974

　３　未払法人税等 41,875 1,979 56,273

　４　賞与引当金 50,770 66,248 60,038

　５　受注損失引当金 12,714 7,142 550

　６　その他 ※２ 66,096 93,936 76,050

　　　流動負債合計 345,34723.2 263,77318.8 329,33021.0

　　　負債合計 345,34723.2 263,77318.8 329,33021.0

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 357,07223.9 358,40225.6 358,40222.8

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 347,072 348,402 348,402

　　　資本剰余金合計 347,07223.3 348,40224.8 348,40222.2

　３　利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　　　別途積立金 26,000 26,000 26,000

　　　　繰越利益剰余金 415,892 405,487 507,903

　　　利益剰余金合計 441,89229.6 431,48730.8 533,90334.0

　　　株主資本合計 1,146,03676.8 1,138,29181.2 1,240,70779.0

　　　純資産合計 1,146,03676.8 1,138,29181.2 1,240,70779.0

　　　負債純資産合計 1,491,383100.0 1,402,065100.0 1,570,037100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 935,961100.0 757,798100.0 2,034,412100.0

Ⅱ　売上原価 639,43168.3 548,09472.3 1,372,04067.4

　　　売上総利益 296,52931.7 209,70427.7 662,37132.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 209,23522.4 325,90843.0 420,11520.7

　　　営業利益又は営業損　
　　　失（△）

87,2939.3 △116,204△15.3 242,25511.9

Ⅳ　営業外収益 ※１ 77 0.0 1,4560.2 862 0.1

　　　経常利益又は経常損　
　　　失（△）

87,3719.3 △114,747△15.1 243,11812.0

Ⅴ　特別利益 97 0.0 976 0.1 ― ―

Ⅵ　特別損失 13,1171.4 ― ― 14,1670.7

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益又は税引前
　　　中間純損失（△）

74,3507.9 △113,771△15.0 228,95011.3

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

39,498 476 101,898

　　　法人税等調整額 △8,635 30,8623.3 △40,758△40,282△5.3 △8,445 93,4524.6

　　　中間(当期)純利益又
　　　は中間純損失（△）

43,4874.6 △73,489△9.7 135,4986.7
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

　

株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計別途積立金

繰越利益
剰余金

平成19年２月28日残高(千円) 357,072347,072347,07226,000398,500424,5001,128,6441,128,644

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 ― ― ― ― △26,096△26,096△26,096△26,096

　中間純利益 ― ― ― ― 43,48743,48743,48743,487

中間会計期間中の変動額合計(千円) ― ― ― ― 17,39117,39117,39117,391

平成19年８月31日残高(千円) 357,072347,072347,07226,000415,892441,8921,146,0361,146,036

　

当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

　

株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計別途積立金

繰越利益
剰余金

平成20年２月29日残高(千円) 358,402348,402348,40226,000507,903533,9031,240,7071,240,707

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 ― ― ― ― △28,925△28,925△28,925△28,925

　中間純損失 ― ― ― ― △73,489△73,489△73,489△73,489

中間会計期間中の変動額合計(千円) ― ― ― ― △102,415△102,415△102,415△102,415

平成20年８月31日残高(千円) 358,402348,402348,40226,000405,487431,4871,138,2911,138,291
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前事業年度の株主資本等変動計算書(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　
株主資本

純資産

合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計資本準備金

資本

剰余金

合計

その他利益剰余金 利益

剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

平成19年２月28日残高(千円) 357,072347,072347,07226,000398,500424,5001,128,6441,128,644

事業年度中の変動額

　新株の発行 1,330 1,330 1,330 ― ― ― 2,660 2,660

　剰余金の配当 ― ― ― ― △ 26,096△ 26,096△ 26,096△ 26,096

　当期純利益 ― ― ― ― 135,498135,498135,498135,498

事業年度中の変動額合計(千円) 1,330 1,330 1,330 ― 109,402109,402112,062112,062

平成20年２月29日残高(千円) 358,402348,402348,40226,000507,903533,9031,240,7071,240,707
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー
　　　税引前中間(当期)純利益又は
　　　税引前中間純損失（△）

74,350 △113,771 228,950

　　　減価償却費 57,828 59,119 117,203

　　　賞与引当金の増加額 6,611 6,210 15,879

　　　貸倒引当金の増減額
　　　(△：減少)

△97 △976 1,336

　　　受注損失引当金の増減額
　　　(△：減少)

9,044 6,592 △3,120

　　　受取利息及び受取配当金 △3 △8 △4

　　　有価証券利息 ― △639 △455

　　　投資有価証券評価損 7,500 ― 7,500

　　　ソフトウェア評価損 5,617 ― 6,667

  　　売上債権の増減額(△：増加)　　 241,763 336,453 △6,827

　 　 たな卸資産の増減額（△：増
      加）　　

△24,125 △90,909 10,332

　　　未収消費税等の増減額
　　　(△：増加)

689 △2,193 689

　　　仕入債務の増減額(△：減少) 3,235 △4,976 32,641

　　　未払消費税等の増減額
　　　(△：減少)

11,167 △28,769 28,769

　　　前受金の増減額(△：減少) △1,448 11,103 △17,216

　　　預り金の増加額 ― 21,150 ―

　　　その他 △10,046 659 3,312

　　　　小計 382,086 199,044 425,657

　　　利息及び配当金の受取額 3 647 459

　　　法人税等の支払額 △61,235 △53,558 △109,794

　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

320,854 146,132 316,322

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　　　有価証券の取得による支出 ― △599,360 △389,544

　　　有価証券の償還による収入 ― 599,360 389,544

　　　有形固定資産の取得による
　　　支出

△1,374 △645 △7,312

　　　無形固定資産の取得による
　　　支出

△176,225 △84,137 △278,165

　　　敷金保証金の預入による支出 △3,800 ― △3,800

　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

△181,400 △84,782 △289,278

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　　　株式の発行による収入 ― ― 2,660

　　　配当金の支払額 △24,844 △28,257 △25,312

　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

△24,844 △28,257 △22,652

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 114,609 33,092 4,391

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 606,249 610,640 606,249

Ⅵ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

※ 720,858 643,733 610,640
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

―

(1) 有価証券

　満期保有目的の債券

償却原価法（定額

法）

(1) 有価証券

　　満期保有目的の債券

償却原価法（定額

法）

　　その他有価証券

　時価のないもの

　　その他有価証券

　　　時価のないもの

　　その他有価証券

　　　 時価のないもの

　移動平均法による

原価法

同左 同左

 

(2) たな卸資産

　　仕掛品

個別法による原価法

(2) たな卸資産

　　仕掛品

同左

(2) たな卸資産

　　仕掛品

同左

　　貯蔵品

最終仕入原価法

　　貯蔵品

同左

　　貯蔵品

同左

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

　　定率法

　但し、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附

属設備は除く)については、

定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

　　建物　　３年～50年

　　工具器具及び備品

　　　　　　４年～15年

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間より、平成19

年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更してお

ります。

　なお、この変更による当中

間会計期間の損益に与える

影響は軽微であります。

(1) 有形固定資産

同左

　　　　　
　　　　　　―

 

(1) 有形固定資産　　

　　　　　同左

 

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当

事業年度より、平成19年４

月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しておりま

す。 

　なお、この変更による当事

業年度の損益に与える影響

は軽微であります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　　　 ―

 

(2) 無形固定資産

定額法

なお、市場販売目的の

ソフトウェアについて

は、見込販売有効期間(３

年)、自社利用のソフト

ウェアについては、社内

における見込利用可能期

間(５年)に基づく定額法

を採用しております。 

　また、権利金について

は、契約期間(５年)で償

却しております。 

 

（追加情報）　　

法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以

前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上して

おります。 

　なお、これによる当中間

会計期間の損益に与える

影響は軽微であります。

(2) 無形固定資産

同左

　　　 ―

 

(2) 無形固定資産　

同左

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

 

(1) 貸倒引当金

同左

 

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給す

る賞与の支払いに備える

ため、支給見込額に基づ

き計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

 

(2) 賞与引当金

同左
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

項目 (自　平成19年３月１日 (自　平成20年３月１日 (自　平成19年３月１日

至　平成19年８月31日) 至　平成20年８月31日) 至　平成20年２月29日)

(3) 受注損失引当金

請負契約に係る開発案

件のうち、中間会計期間

末時点で将来の損失が見

込まれ、かつ、当該損失額

を合理的に見積もること

が可能なものについて

は、将来の損失に備える

ため、中間会計期間末以

降に発生が見込まれる損

失額を計上しておりま

す。

(3) 受注損失引当金

同左

 

(3) 受注損失引当金

請負契約に係る開発案

件のうち、期末時点で将

来の損失が見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的

に見積もることが可能な

ものについては、将来の

損失に備えるため、翌期

以降に発生が見込まれる

損失額を計上しておりま

す。

 

４　中間キャッシュ・

フ ロ ー 計 算 書

(キャッシュ・フ

ロー計算書)におけ

る資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。

同左

 

同左

 

５　その他中間財務諸

表（財務諸表）作成

のための基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理方法

　 税抜方式によっておりま
 す。  

消費税等の会計処理方法　

同左　

消費税等の会計処理方法　

同左　
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表示方法の変更

　
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

―

―

（中間貸借対照表）

１．前中間会計期間まで流動資産の「その他」に含め　 
　て表示しておりました「繰延税金資産」は、資産の 
　総額の100分の５を超えたため、区分掲記すること 
　としました。 
　　なお、前中間会計期間末の「繰延税金資産」は　　 
　33,052千円であります。
２．前中間会計期間まで区分掲記しておりました「権 
　利金」については、資産の総額の100分の５以下にな
　ったため、無形固定資産の「その他」に含めて表示 
　しております。 
　　なお、当中間会計期間末の「権利金」は70,000千 
　円であります。
３．前中間会計期間まで区分掲記しておりました「未 
　払金」については、負債及び純資産の合計額の100分 
　の５以下になったため流動負債の「その他」に含め 
　表示しております。 
　　なお、当中間会計期間末の「未払金」は、13,576 
　千円であります。
 
（中間キャッシュ・フロー計算書）
　　前中間会計期間まで営業活動によるキャッシュ・
　フローの「その他」に含めて表示しておりました
　「預り金の増加額」は、金額的重要性が増したため、　
　区分掲記することとしました。　 
　　なお、前中間会計期間の「預り金の増加額」は、
　658千円であります。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成19年８月31日)

当中間会計期間末
(平成20年８月31日)

前事業年度末
(平成20年２月29日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　　　　 7,034千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　　　  11,999千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　 　　　　 　 9,811千円

※２　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※２　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※２　　　　　―

 

　

(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　営業外収益の主要項目

　　　受取利息及び配当金　３千円

※１　営業外収益の主要項目

　　　受取利息及び配当金　８千円

　　　有価証券利息       639千円

 

※１　営業外収益の主要項目

　　　受取利息及び配当金  ４千円

　　　有価証券利息  　   455千円

　２　減価償却実施額

　　　有形固定資産 　　1,817千円

　　　無形固定資産　　56,010千円

　２　減価償却実施額

　　　有形固定資産　   2,187千円

　　　無形固定資産　　56,931千円

　２　減価償却実施額

　　　有形固定資産　   4,594千円

　　　無形固定資産 　112,609千円

　

(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

１　発行済株式に関する事項
　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 13,048 ― ― 13,048

　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年５月25日
定時株主総会

普通株式 26,096千円 2,000円平成19年２月28日 平成19年５月28日
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当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

１　発行済株式に関する事項

　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 13,148 ― ― 13,148

　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成20年５月27日
定時株主総会

普通株式 28,925千円 2,200円平成20年２月29日 平成20年５月28日

　

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 13,048 100 ― 13,148

　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　　100株

　

　
　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年５月25日
定時株主総会

普通株式 26,096千円 2,000円平成19年２月28日 平成19年５月28日

　

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年５月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 28,925千円2,200円
平成20年
２月29日

平成20年
５月28日
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※　現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成19年８月31日現在)

現金及び預金勘定 720,858千円

現金及び現金同等物 720,858千円

※　現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成20年８月31日現在)

現金及び預金勘定 643,733千円

現金及び現金同等物 643,733千円

※　現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

(平成20年２月29日現在)

現金及び預金勘定 610,640千円

現金及び現金同等物 610,640千円

　

(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

リース取引を全く利用しておりませ

んので、該当事項はありません。

同左 同左

　

(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年８月31日)

時価評価されていない有価証券

　

内容
中間貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

　非上場株式 973

(注)　表中の「中間貸借対照表計上額」は、減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間会計期間において非上場株

式について減損処理を行い、投資有価証券評価損を7,500千円計上しております。

減損処理にあたっては、中間会計期間末における実質価額が取得原価に比べて50％以上下落した場合には全て減

損処理を行っております。

　

当中間会計期間末(平成20年８月31日)

時価評価されていない有価証券

　

内容
中間貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

　非上場株式 973

(注)　表中の「中間貸借対照表計上額」は、減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間会計期間において減損処理

をしたものはありません。

減損処理にあたっては、中間会計期間末における実質価額が取得原価に比べて50％以上下落した場合には全て減

損処理を行っております。
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前事業年度末(平成20年２月29日)

時価評価されていない有価証券

内容
貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

　非上場株式 973

(注) 表中の「貸借対照表計上額」は、減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において非上場株式につ

いて減損処理を行い、投資有価証券評価損を7,500千円計上しております。

減損処理にあたっては、期末における実質価額が取得原価に比べて50％以上下落した場合には全て減損処理を

行っております。

　

(デリバティブ取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

デリバティブ取引を全く利用してお

りませんので、該当事項はありませ

ん。

同左 同左

　

(ストック・オプション等関係)

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　　当事業年度において存在したストック・オプションの内容

平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　２名

株式の種類別のストック・オプションの数 (注)１普通株式　800株

付与日 平成17年８月31日

権利確定条件 権利行使時においても、当社の取締役もしくは従業員

の地位にあることを要する。

その他の条件については、当社と新株予約権の割当て

を受けた者との間で締結した「新株予約権割当契約」

で定めるところによる。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成19年９月１日～平成27年８月31日

権利行使価格 (注)２　　　 　　　　　　  (円) 26,600

付与日における公正な評価単価　  　　　　(円) ―

(注) １　株式数に換算して記載しております。

　　なお、平成18年８月31日付で１株を10株とする株式分割を行っておりますが、当該株式分割による調整後の株式

数を記載しております。

２　権利行使価格につきましては、平成18年８月31日付で１株を10株とする株式分割を行っており、当該株式分割

による調整後の金額を記載しております。

EDINET提出書類

株式会社システムインテグレータ(E05643)

半期報告書

33/39



(持分法損益等)

　
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

関連会社がないため、該当事項はあ

りません。

同左 同左

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり純資産額 87,832円35銭１株当たり純資産額 86,575円28銭１株当たり純資産額 94,364円71銭

１株当たり中間純利益 3,332円91銭１株当たり中間純損失 5,589円43銭１株当たり当期純利益10,376円66銭

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

3,159円99銭
  なお、滞在株式調整後１株当たり中
間純利益については、１株当たり中間
純損失であるため記載しておりませ
ん。
 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

9,852円28銭

(注)　１株当たり中間(当期)純利益又は１株当たり中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定

上の基礎

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり中間(当期)純利
益又は１株当たり中間純損
失

中間(当期)純利益又は中
間純損失(千円)

43,487 △73,489 135,498

普通株主に帰属しない金
額(千円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当
期)純利益又は中間純損失
(千円)

43,487 △73,489 135,498

普通株式の期中平均株式
数(株)

13,048 13,148 13,058

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

中間(当期)純利益調整額
(千円)

― ― ―

普通株式増加数(株) 714 ― 695

（うち新株予約権(株)） (714) (―) (695)

　

EDINET提出書類

株式会社システムインテグレータ(E05643)

半期報告書

34/39



(重要な後発事象)

     該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第13期(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)平成20年５月28日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年11月15日

株式会社システムインテグレータ

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　寺　　山　　昌　　文　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　島　　茂　　喜　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　塚　　田　　一　　誠　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社システムインテグレータの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第13期事

業年度の中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社システムインテグレータの平成19年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が中間財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年11月14日

株式会社システムインテグレータ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　寺　　山　　昌　　文　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　島　　茂　　喜　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社システムインテグレータの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第14期事

業年度の中間会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社システムインテグレータの平成20年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が中間財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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